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当院での輸血前後の感染症検査の運用実績と今後の展望
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緒 言
輸血に起因する感染症の早期発見，早期治療を目的
として厚生労働省は，輸血前後の感染症マーカーの在
り方について検討し，「輸血療法の実施に関する指針」
を一部改定した１）．その結果，輸血前の検体保管および
輸血後の感染症検査が必要となった．当院では 2005
年より輸血前後の感染症検査について運用を開始し，
早期発見を目的に輸血後感染症検査の実施率を向上さ
せるための取り組みを行ってきた．
本稿では当院での輸血前後の感染症検査の運用実績
と今後の展望について報告する．

対 象
2005年 3月～2018年 12月の輸血前保管検体，およ

び 2005年 9月～2018年 12月に輸血を受け，輸血後感
染症検査に関する案内を配布した患者 21,111例を対象
とした．

方 法
1．輸血前検体保管
2005年 3月から輸血前検体保管という検査項目を作

成し，輸血オーダがある患者は輸血前に採血し，血清
を冷凍保管した．なお，頻回輸血患者に関しては，3
カ月ごとに輸血前保管検体を採血し保管した．
2006年 2月からは T＆Sの依頼も含め全ての輸血依
頼患者に対し，輸血前保管検体の提出を義務づけた．
採血管は分離剤入りの採血管を使用し，遠心分離後－20℃
以下で 2年間保管した．

2．輸血後感染症検査
1）輸血感染症検査案内の配布
患者に輸血後感染症検査の必要性を通知するため，
2005年 9月より輸血施行翌日に「輸血後感染症検査の
ご案内」（Fig. 1）を発行し患者へ配布した．なお，頻回

輸血患者に対しては 3カ月に 1回配布した．「輸血後感
染症検査のご案内」には輸血における感染の場合，生
物由来製品感染等被害救済制度を受けることが出来る
こと，そのために輸血 3カ月後に輸血後感染症検査を
受ける必要があるということを記載した．また手続き
や順序を記載することで患者に混乱が生じないように
配慮した．「輸血後感染症検査のご案内」は輸血部から，
病棟，外来へ搬送し，スタッフから患者へ配布した．
2）輸血後感染症検査の依頼と結果確認
輸血後感染症検査の実施率を向上させるため，外来
患者は外来診察時に輸血部へ来室してもらい，輸血部
長名で検査依頼し臨床検査部で採血する流れとした．
入院患者は主治医が検査依頼した．検査項目は HBs
抗原，HBs抗体，HBc抗体（いずれか陽性の場合はHBV-
DNAを実施），HCVコア抗原，HIV抗体の 5項目をセッ
ト化して，依頼手順を記載した医師向けマニュアルを
作成した．
2016年 5月より HBs抗原，HBs抗体，HBc抗体検査
を厚労省が推奨する HBV-DNAに変更し１），HCVコア
抗原検査は院内検査から外注検査へ変更した．その結
果，検査所要日数は 1～4日から変更後 2～6日と日数
を要することとなった．
外来患者については，検査結果を速やかに確認し管
理する目的で，輸血部で台帳を作成し，検査結果を管
理した．輸血による感染が疑われた場合は主治医に連
絡し，主治医から患者へ連絡する運用とした．
3）電子カルテへの付箋の貼付（2006年 10月～）
2006年 10月輸血患者より電子カルテの付箋機能を用
い，主治医に輸血後感染症検査の実施を促す試みを開
始した．まず「輸血後感染症検査のご案内」を配布し
た患者を抽出し，3カ月後に患者の現況を調査した．死
亡，転医以外の患者を対象に，輸血後感染症検査が未
実施の場合は「輸血後 3カ月が経過しているので，感
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Fig.　1　輸血後感染症のご案内

染症検査を受けてください．」という内容の付箋を電子
カルテに貼り付けた．
4）付箋内容の変更（2013年 8月～）
輸血後感染症の実施率は，輸血療法委員会で定期的
に報告したが，その際輸血療法委員より依頼方法が解
りにくいとの意見が出たため，2013年 8月より付箋内
容に依頼方法を簡潔に記載した（Fig. 2）．また厚生労働
省から推奨されているというコメントを追記すること

で重要な検査であることを強調した．

結 果
1．輸血前保管検体の提出率
2005年 3月運用開始当初の輸血前保管検体の提出率
は 28％と低値であった．そこで輸血療法委員会および
主治医に繰り返し連絡することにより 2006年 2月に提
出率は 96.7％となり， 現在では 100％となっている．
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Fig.　2　輸血後感染症検査のための付箋貼付開始日と変更
内容

Fig.　3　輸血後感染症検査実施件数と実施率

Fig.　4　輸血後感染症検査の依頼割合

2．輸血後感染症検査の実施率
2005年から 2018年までの実施率を Fig. 3に示す．輸

血感染症検査の実施率は，輸血 3カ月後に死亡・転院
患者を対象から除外し算出した．
2005年 9月 1日から運用を開始したが，運用開始当

初の実施率は 9月 33％，10月 18％，11月 17％と低率
であった．輸血療法委員会でも運用開始の連絡をした
が周知されていないためか，2005年の平均実施率は 21％
であった．
1）電子カルテ付箋貼付後の実施率（Fig. 3）
2006年 10月輸血患者より，輸血 3カ月後に電子カル

テ上に付箋を貼付した結果，2007年 6月集計で 70％と
なり，2007年輸血患者の平均実施率は 50％であった．
しかしながら 2009年 48％，2010年 42％と 50％を下
回り，2011年には 40％を下回る結果となった．
2）付箋内容変更後の実施率
2013年 8月輸血患者より付箋内容を変更したことで，

9月には 40％を超える実施率となった．付箋内容変更
後から実施率は徐々に上昇し，10月には 47％になった
が，その後低下，2013年の平均実施率は 38％であった．
実施率の向上はみられなかったが，検査の依頼方法が
わかりやすくなったことで主治医による検査依頼が増
加し，輸血部での依頼が減少した（Fig. 4）．
3）診療科別実施率（Fig. 5）
2018年の診療科別の実施率を Fig. 5に示す．内科系
では血液内科 58％，小児科 31％，外科系では心臓血管
外科 19％，消化器外科 40％であった．

3．輸血後肝炎症例２）

症例は 60歳代，男性で心臓血管外科の患者であった．
2008年 12月の手術時に RBC-LR 18単位，FFP-LR 10
単位の輸血を受けた．2009年 6月，転院先の病院にて
HBs抗原，HBe抗原陽性化し肝機能も悪化していると
の連絡が有り，輸血による感染を疑い遡及調査を行なっ
た．輸血前保管検体を検査した結果，HBs抗原陰性，
HBe抗原陰性，HBs抗体陰性，HBe抗体陰性，HBV-
DNAは検出感度以下であった．血液製剤の精査で血液
センター保管中の RBC-LR献血者検体の 1本が HBV
個別 NAT陽性であり，患者と献血者の HBV塩基配列
が一致した．献血者検体のウイルス濃度は 1.0×103cop-
ies/ml であり輸血による HBV感染と確認され，生物由
来製品感染等被害救済制度の申請を行った．

考 察
当院では輸血前後の感染症検査として輸血前は輸血
前保管検体の提出を，輸血後は輸血後感染症検査の受
診を促してきた．輸血前の感染症検査は全例に対して
は実施できていないが，輸血前保管検体は輸血後感染
症が発生した場合に輸血との因果関係を明確にするこ
とができる重要な検体であることを，上述の輸血後 B
型肝炎事例で確認することができた．
日本赤十字社の輸血による HBV感染リスクの報告３）

では，個別 NAT検査導入後の HBVの危険性は 74
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Fig.　5　2018 年輸血患者を対象とした診療科別輸血後感染症検査実施率

万献血に 1件と推定している．当院では 2005年 9月か
ら 2018年までに 21,111例の患者が輸血を受けているが，
輸血による HBV感染を認めたのは 1例であった．山田
ら４）は輸血 95日後に，肝機能異常と HBV-NAT検査が
陽性となった急性劇症肝炎を報告している．Kleinman
ら５）によると HBV感染後，約 21日にてHBV-DNA検査
で陽性となると報告している．そのため山田らは輸血
後 2カ月で検査を受診するように推奨している．当院
の症例も半年後に感染が判明したが輸血3カ月後にHBV-
NAT検査を実施していれば早期発見できたかもしれな
い．
輸血後感染症検査の運用については各施設において
様々な取り組みが報告されている６）７）．早川ら６）は，当院
と同じような電子カルテ画面を用いて輸血後感染症検
査を通知したところ実施率が有意に向上したと報告し

ている．当院では開始当初の実施率は約 20％であった
が，電子カルテに付箋貼付開始後は実施率が向上し，
50％を超える実施率となった．付箋貼付開始当初は電
子カルテの付箋機能があまり利用されておらず，伝言
やメモが少なかったため，輸血後感染症の付箋が目立
ち，実施率向上に効果があったと考えられた．しかし
ながら実施率は徐々に低下し 2018年輸血患者の実施率
は 36％となっている．輸血患者は増加しているものの
実施率が低値である理由の一つとして以下の要因が考
えられる．当院では輸血 3カ月後の電子カルテに付箋
を貼付する際には死亡・転院を確認しているが，輸血
感染症検査実施の有無を確認する時点では，死亡・転
院および転院先での感染症検査実施の有無を確認して
いない．したがって，輸血実施 3カ月以降に死亡ある
いは輸血後感染症検査を実施せず転院した患者は未実
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施として計算している．紀野ら７）は患者に直接ダイレク
トメール（DM）を郵送し検査受検を促し，DM郵送患
者にアンケート調査を行った結果，転院後の受検も含
め実施率は 80.4％であったと報告している．
2013年に，当院では実施率向上に向けて付箋内容を

解りやすく変更した（Fig. 2）．実施率の向上はみられな
かったものの，検査の依頼方法がわかりやすくなった
ことで主治医による検査依頼が増加し，輸血部での依
頼が減少した．すなわち患者は検査のため輸血部へ立
ち寄る必要はなく診察後直接臨床検査部へ採血に行く
ことができるため患者の負担が軽減したと思われる．
その場合であっても検査結果は輸血部技師が確認して
おり外来主治医より早く結果を確認できている．
輸血療法委員会での輸血後感染症実施率の報告も効
果があると思われる．当院では診療科別の実施率を毎
年報告しているが，診療科委員によっては実施率が低
いことを懸念する委員もいるため実施率を上げる動機
付けになると考える．一例ではあるが，実施率が低い
ため泌尿器科委員が実施率向上に向けて診療科医師に
実施を促したことで，2013年 17％から翌年 34％と 2
倍に実施率が上昇した事例があった．心臓血管外科は
輸血患者が最も多いが，実施率が低い結果となってい
る．周術期に大量に輸血している患者もいるため検査
受診を最も促してほしい診療科である．
今後の輸血前後の感染症検査の実施に関しては以下
の点を勘案すべきと考える．日本赤十字社の NAT検査
は 2000年 2月より 50本プール，2004年 8月より 20
本プール，2014年 8月より個別 NATが導入され輸血
による感染症は大幅に減少している３）．また遡及調査開
始当時の検査法より大幅に精度が向上しているため，
感染症検査の推定ウインドウ期間及び遡及期間が変更
されている．それに伴い平成 30年 3月には血液製剤等
に係る遡及調査ガイドラインも一部改正された８）．事実，
我々の成績でも 14年間での輸血後感染症は B型肝炎の
一例のみであった．以上の筆者らの輸血後感染症発症
の成績および輸血用血液検査の進歩を勘案すると，第
66回日本輸血・細胞治療学会学術総会での提言にもあ
るように９），現在実施されているような厳格な輸血後感
染症検査実施の費用対効果は極めて低く，今後輸血後
感染症検査の運用法の見直しが必要であり，輸血症例
全例に輸血後感染症をルーチンで行う必要はないと考
えられる．
一方，個別 NATが実施されるようになり安全性は格

段に向上したものの，2017年，2018年 HBVによる感
染が 1例ずつ認められ感染症のリスクはゼロではな
い１０）１１）．また石丸ら１２）による東京都における HIV陽性献
血者の特徴をみると，意図的にリスクを申告しないた

め HIV感染リスク拡散の懸念も残存している．そのた
め，新興感染症も含めた輸血後感染症に対応するため
には，輸血前検体を保管することは極めて重要であり，
その 100%実施は必須要件であると考える．輸血前の検
体を 100%保存することにより，感染症が疑われる場合
には，輸血前後の成績を比較することにより輸血によ
る感染症であるか否かを判断することができ，正確に
対応可能となると考えられる．今後も輸血後感染症を
常に念頭に置きながら対処する必要があると考える．
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